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日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

インドネシアの新課税政策：過少資本税制 

急増する国外借入を抑え、関連者からの過大な借

入を防止するために、インドネシア財務大臣は

2015 年 9 月 9 日に過少資本税制を再導入した。

過少資本とは企業が資本に比べて比較的高い債

務を有している状況を指している。 

当該規定「課税所得算定目的の企業の負債資本

比率 “Determination of Company’s Debt and 
Equity Ratio for Income Tax Calculation 
Purpose” 」 は 財 務 大 臣 規 則

「169/PMK.010/2015 （以下：「PMK-169」)」にて

定められた。 

この規定が発行された背景としては、インドネシア

で事業を行う企業による国外の債務が急増してい

ることが挙げられる。インドネシア中央銀行の最近

のデータによると、インドネシア全体の 2015 年第

二四半期末時点の国外債務は 3043 億 US ドル

（うち 1697 億 US ドルは民間部門の対外債務）で

ある。ロイターのデータによればこれは前年に比

べ 14％の増加であり、2010 年からはほぼ倍増し

ている。 

1984 年 10 月には法人所得から控除できる利息

の法的な根拠となる負債資本比率（Debt and 
Equity Ration：以下「DER)）を3:1とする財務大臣

規則「1002/KMK.04/1984」が発行されたが、その

6 カ月後には 1985 年 3 月 8 日付財務大臣規則

「254/KMK.04/1985 」にて、当該規定はインドネ

シアの投資環境に悪影響を与えるとして導入が延

期されていた。前述の規定は PMK-169 の発行に

よって廃止されている。 

また、国税総局（the Directorate General of Tax：
以下「DGT」）は 2013 年 10 月 24 日付移転価格

調査手続の細則に関する通達「SE-50/PJ/2013 
（以下：「SE-50」）」を発行している。SE-50 はグ

ループ間の資金調達に関してのガイダンスを提供

しており、この中にはグループ間の借入による利

息が独立企業間取引の原則にのっとって決められ

ているかを分析する「納税者の DER の合理性テ

スト」も含まれている。しかしながら通達では合理

的な DER とは何かという点については明確になっ

ていなかった。 

2015年 9月 9日付で有効となったPMK-169では

関連者の範囲や負債と資本の定義、DER の上限、

その他の遵守事項に関するガイダンスを提供して

いる。以下に PMK-169 の要点について説明す

る。 

(1) 負債資本比率 4:1 

負債から生ずる借入コストについて、税務上損金

に算入できる限度として DER を 4:1 と上限が定め

られた。当該比率は 2016 年会計年度から適用さ
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れる。 

この比率を超える負債の借入コストは課税所得か

ら控除されない。例えば、納税者の DER が 6:1 で

ある場合には、6 分の 2 の借入コストは課税所得

の計算上は損金不算入となる。このルールは関連

者・非関連者、国内・国外の負債のいずれにも適

用されることに留意が必要である。 

なお、損金不算入となった支払利息が翌年以降に

繰越しできるかどうかは明らかではない。 

(2) 負債と資本の定義および計算 

この規定の特徴として、負債と資本の定義が挙げ

られる。負債には短期、長期および有利子買掛金

も含まれる。しかし支払遅延に対してペナルティー

が課される買掛金が有利子買掛金に含まれるか

どうかは定かではない。 

PMK-169は資本の定義については会計基準に従

うこととされているが、関連者からの無利息借入も

資本に含めている。規定で挙げられている例では、

資本金、資本剰余金、利益剰余金、関連者からの

無利息借入金はすべて資本に含まれるとみなされ

る。 

負債および資本は以下の計算に基づく: 

 該当する会計年度の各月の負債または資本

残高平均、または 

 該当する会計年度の一定期間の各月の負

債または資本残高平均 

さらに、この規定では資本がゼロまたはマイナス

（欠損）となっている納税者は、課税所得の計算上、

借入コストすべてが否認されると強調している。  

利益剰余金がマイナスとなっている企業は、損金

算入される借入コストが減額されるので注意が必

要である。 

(3) 当該規定の例外 

DER4:1 の規定は以下業種を除いてインドネシア

で設立または住所地のあるすべてのインドネシア

法人納税者に適用される。 

 銀行 

 金融機関 

 保険または再保険会社 

 特殊な契約でDERが規定されている一定の

鉱業、オイル、ガス会社（契約上 DER の規

制が含まれない、あるいは失効している場合

には PMK-169 が適用される） 

 すべての収入がファイナルタックス対象とな

る会社、および 

 インフラ関連の会社 

(4) 借入コストの影響 

PMK-169 では法人納税者の DER が前述の 4:1
の上限を超える場合には、超過する分の利息費

用は課税所得の計算上、損金不算入になると定

められている。 PMK-169 では借入コストを次のよ

うに定義している。  

1) 利息 

2) 負債から発生するディスカウントおよびプレミ

アム 

3) 借入のアレンジメントから生ずるコスト 

4) リースファイナンスによる手数料 

5) 保証料、および 

6) 外貨建借入から生ずる為替差異（2),3),4),5) 
の利息およびその他の費用に含まれるも

の） 

特に過去 2 年でルピアが急激に下落していること

を踏まえ、企業は外貨建借入に関連する為替レー

トの変動も考慮する必要がある。ルピアがこのレ

ベルで下落を続けた場合には、企業の借入は増

加し、DER 比率が悪化することとなる。 

さらに、当該規定では PMK-169 の DER テスト以

外にも、関連者からの借入利息はインドネシアの

独立企業間取引の原則にのっとらなければならな

いとしている。そのため、借入の必要性や実在性、

利率が独立企業間取引であることの分析の文書

化をすることが望ましい。 

(5) 報告対象となる国外民間債務 

PMK-169ではDERの規定とは別に、国外民間債

務を有する法人納税者は借入金額を DGT に報告

する必要があり、報告を怠ると国外民間債務に関

する借入コストが否認されることとなる。 
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DGT は国外民間債務の報告手続に関する規定を

別途発行する予定である。 

(6) 結論 

当該規定の発行により、DGT の意図が明らかに

なった。つまり関連者からの債務による過剰な利

息負担によりインドネシアの課税ベースの浸食を

抑えることである。過少資本税制の強化は、インド

ネシアがグローバルの税制および課税ベースの

BEPS（税源侵食と利益移転）の問題に取り組む

方策の 1 つのステップであるといえる。   

当課税強化はまた、税務当局が DER の上限を超

過する企業からより多くの税金を徴収することを意

味する。規制の背景として BEPS の影響があるこ

とは疑いないが、税務当局は当年度の高い税収

目標のプレッシャーがあるため、この規定を心強

いものと感じていることであろう。DGT は 2016 年

をインドネシアにおける税法の強化年度と位置付

けていることとも整合する。 

この規定はインドネシアで事業を行う国内および

外国資本企業の両方に影響を及ぼすことになる。

企業は既存の資金調達の方法をレビューし、イン

ドネシア税務上の新しい DER のルールに従って

利息の性質を検討することが求められる。そして、

関連者間の資金調達に関する移転価格の文書化

を通じてそのような費用の税務上の控除をサポー

トすることが推奨される。 
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